
議案第２９号

平成２９年度身延町の簡易水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７９７，９９８千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

（地方債）

第２条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還

の方法は、「第２表　地方債」による。

（歳出予算の流用）

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書きの規定により、歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次

のとおり定める。

（１）各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一

款内でこれらの経費の各項の間の流用。

平成２９年　３月　２日　　提出

平成２９年度身延町簡易水道事業特別会計予算

身 延 町 長 望 月 幹 也

- 1 -



　歳　入 (単位：千円）

1. 水道事業収入 211,570

1. 事業収入 211,570

2. 分担金及び負担金 1,189

1. 負担金 1,189

3. 使用料及び手数料 17

1. 手数料 17

4. 国庫支出金 105,376

1. 国庫補助金 105,376

5. 繰入金 318,344

1. 一般会計繰入金 318,344

6. 繰越金 100

1. 繰越金 100

7. 諸収入 2

1. 雑入 2

8. 町債 161,400

1. 町債 161,400

797,998 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 
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　　金　　　　　額　　

第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算

款 項



　歳　出 （単位：千円）

1. 水道維持費 178,070

1. 簡易水道管理費 178,070

2. 水道事業費 333,732

1. 簡易水道総務費 35,961

2. 簡易水道建設費 297,771

3. 公債費 286,096

1. 簡易水道公債費 286,096

4. 予備費 100

1. 予備費 100

797,998
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金　　　　　額款 項

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 



第 ２ 表 地 　　  方　　   債   

(単位：千円）

起債の目的 起債の方法 利 　　　 率

簡易水道事業債 80,700 証書借入

過疎対策事業債 80,700 同　　上 同　　　上

計 161,400

政府資金については、その融資
条件により、銀行その他の場合
にはその債権者と協定するもの
による。ただし、町財政の都合
により据置期間及び償還期限を
短縮し、又は繰上償還もしくは
低利に借換えをすることができ
る。

年４．０％以内（ただし、利率
見直し方式で借入れる政府資金
及び地方公共団体金融機構資金
について、利率の見直しを行
なった後においては、当該見直
し後の利率）
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同　　　上

償還の方法限度額



１.　総　　括

（歳　入）

1 水道事業収入 211,570 26.5 210,670 20.6 900 0.4

2 分担金及び負担金 1,189 0.2 55 0.0 1,134 2,061.8

3 使用料及び手数料 17 0.0 17 0.0 0 0.0

4 国庫支出金 105,376 13.2 176,206 17.2 △70,830 △ 40.2

5 繰入金 318,344 39.9 329,810 32.2 △11,466 △ 3.5

6 繰越金 100 0.0 1,300 0.1 △1,200 △ 92.3

7 諸収入 2 0.0 2 0.0 0 0.0

8 町債 161,400 20.2 306,200 29.9 △144,800 △ 47.3

797,998 100.0 1,024,260 100.0 △226,262 △ 22.1　　 歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計  

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書
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増 減 率 ％本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額構 成 比 ％ 比　較　増　減構 成 比 ％款

（単位：千円）



（歳　出） （単位：千円）

1 水道維持費 178,070 22.3 194,216 19.0 △ 16,146 △8.3 1,206 176,864

2 水道事業費 333,732 41.8 535,908 52.3 △ 202,176 △37.7 105,376 161,400 66,956

3 公債費 286,096 35.9 294,036 28.7 △ 7,940 △2.7 251,288 34,808

4 予備費 100 0.0 100 0.0 0 0.0 100

797,998 100.0 1,024,260 100.0 △ 226,262 △22.1 105,376 161,400 319,550 211,672
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本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

款 比 較 増 減 特　　定　　財　　源
一般財源

国県支出金

増減率
（％）

歳　　出　　合　　計

地方債 その他

構成比 構成比



2.  歳　入
(款)  1.水道事業収入 (項)  1.事業収入 （単位：千円）

 1 簡易水道水道使用料 211,570 210,670 900  1 現年度分 211,000 現年度分  

 2 過年度分 570 過年度分  

211,570 210,670 900

(款)  2.分担金及び負担金 (項)  1.負担金

 1 簡易水道負担金 1,189 55 1,134  1 加入者負担金 1,189 加入者負担金 1,188

受託工事負担金 1  

1,189 55 1,134

(款)  3.使用料及び手数料 (項)  1.手数料

 1 簡易水道手数料 17 17 0  1 加入手数料 5 加入手数料

 2 給水装置工事事業 10 給水装置工事事業者指定手数料  

者指定手数料

 3 開栓手数料 2 開栓手数料  

17 17 0

(款)  4.国庫支出金 (項)  1.国庫補助金

 1 簡易水道国庫補助金 105,376 176,206 △70,830  1 国庫補助金 105,376 国庫補助金

105,376 176,206 △70,830

(款)  5.繰入金 (項)  1.一般会計繰入金

 1 簡易水道一般会計繰 318,344 329,810 △11,466  1 水道事業費繰入金 67,056 総務費繰入金 36,061

入金 建設費繰入金 30,995  

 2 公債費繰入金 251,288 公債費繰入金  

318,344 329,810 △11,466

(款)  6.繰越金 (項)  1.繰越金

 1 繰越金 100 1,300 △1,200  1 繰越金 100 繰越金

100 1,300 △1,200

 6.繰越金 簡易水道事業特別会計

計

計

説　　                  明前　年　度 比　較
節

金　　額区　　分
目 本　年　度

計

計

計

計
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(款)  7.諸収入 (項)  1.雑入 （単位：千円）

 1 雑入 2 2 0  1 消費税還付金 1 消費税還付金  

 2 雑入 1 雑入  

2 2 0

(款)  8.町債 (項)  1.町債

 1 水道事業債 161,400 306,200 △144,800  1 簡易水道事業債 80,700 簡易水道事業債

 2 過疎対策事業債 80,700 過疎対策事業債  

161,400 306,200 △144,800計

説　　                  明前　年　度 比　較
節

金　　額区　　分
目 本　年　度

計
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3.  歳　出
(款)　 1.水道維持費 (項)　 1.簡易水道管理費 （単位：千円）

 1 簡易水道管 178,070 194,216 △16,146 1,206 176,864  2 給　料 14,819 ●簡易水道管理費 178,070  

理費  3 職員手当等 11,378    2.給　料 14,819  

 4 共済費 4,634 　　・一般職給 14,819  

 8 報償費 600    3.職員手当等 11,378  

 9 旅　費 34 　　・扶養手当 480  

11 需用費 72,828 　　・通勤手当 269  

12 役務費 6,320 　　・時間外勤務手当 2,000  

13 委託料 38,830 　　・期末勤勉手当 5,798  

14 使用料及び 2,813 　　・住居手当 534  

賃借料 　　・児童手当 370  

15 工事請負費 12,500 　　・退職手当組合納付金 1,927  

16 原材料費 3,820    4.共済費 4,634  

18 備品購入費 189 　　・職員共済組合負担金 4,634  

19 負担金、補 3,255    8.報償費 600  

助及び交付 　　・報償費 600  

金 　　　・水質検査員  

23 償還金、利 50    9.旅　費 34  

子及び割引 　　・普通旅費 34  

料   11.需用費 72,828  

27 公課費 6,000 　　・消耗品費 6,318  

　　・燃料費 551  

　　・印刷製本費 548  

　　・光熱水費 35,411  

　　・修繕費 30,000  

  12.役務費 6,320  

　　・通信運搬費 5,439  

　　・手数料 752  

　　・その他保険料 129  

  13.委託料 38,830  

　　・調査・研究委託料 1,000  

 1.水道維持費 簡易水道事業特別会計

区　　分
説　　   明前 年 度 比較

本 年 度 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一般財源

目 本 年 度
金   額

国県支出金 地方債 その他

節
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（単位：千円）

　　　・漏水調査業務  

　　・分析・検査委託料 18,323  

　　　・水質検査業務  

　　・管理・点検委託料 7,074  

　　　・水道施設ポンプ及び計装設備保  

　　　　守点検業務 3,510  

　　　・浄水施設保守点検業務 1,756  

　　　・関東電気保安協会点検業務 148  

　　　・減圧弁・水位調整弁等保守点検  

　　　　業務 580  

　　　・配水池洗浄業務 1,080  

　　・その他業務委託料 12,433  

　　　・水道管路図作成業務委託 3,900  

　　　・水道施設草刈等業務 845  

　　　・水源地取水掘削業務 140  

　　　・水道検針業務 7,548  

  14.使用料及び賃借料 2,813  

　　・使用料 1,117  

　　・賃借料 1,563  

　　・重機等借上料 133  

  15.工事請負費 12,500  

　　・工事請負費 12,500  

　　　・量水器取替工事  

  16.原材料費 3,820  

　　・原材料費 3,820  

　　　・メーター器、バルブ、補修用材  

　　　　料  

  18.備品購入費 189  

　　・機械器具費 189  

　　　・残塩測定器  

本 年 度 説　　   明

節

区　　分
前 年 度 比較目

金   額

本 年 度 の 財 源 内 訳

一般財源
特　定　財　源

国県支出金
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地方債 その他



  19.負担金、補助及び交付金 3,255  

　　・研修負担金 60  

　　　・漏水調査等実地研修  

　　・その他の負担金 540  

　　　・三保簡水分担金  

　　・分散処理システム負担金 2,655  

　　　・計算センター水道システム負担  

　　　　金  

  23.償還金、利子及び割引料 50  

　　・過年度還付金 50  

　　　・過誤納金還付金  

  27.公課費 6,000  

　　・公課費 6,000  

　　　・消費税  

178,070 194,216 △16,146 1,206 176,864

(款)　 2.水道事業費 (項)　 1.簡易水道総務費

 1 一般管理費 35,961 34,067 1,894 35,961  2 給　料 17,509 ●一般管理費 35,961

 3 職員手当等 11,908    2.給　料 17,509  

 4 共済費 5,322 　　・一般職給 17,509  

11 需用費 120    3.職員手当等 11,908  

14 使用料及び 1,102 　　・管理職手当 399  

賃借料 　　・扶養手当 540  

　　・通勤手当 347  

　　・時間外勤務手当 1,000  

　　・期末勤勉手当 7,105  

　　・児童手当 240  

　　・退職手当組合納付金 2,277  

   4.共済費 5,322  

　　・職員共済組合負担金 5,322  

  11.需用費 120  

 2.水道事業費 簡易水道事業特別会計
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目 本 年 度 前 年 度 比較

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説　　   明特　定　財　源

その他

計

一般財源 区　　分 金   額
国県支出金 地方債



（単位：千円）

　　・消耗品費 20  

　　・修繕費 100  

  14.使用料及び賃借料 1,102  

　　・賃借料 1,102  

35,961 34,067 1,894 35,961

(款)　 2.水道事業費 (項)　 2.簡易水道建設費

 1 簡易水道建 297,771 501,841 △204,070 105,376 161,400 30,995 11 需用費 1,407 ●簡易水道建設費 297,771

設費 13 委託料 10,800   11.需用費 1,407  

14 使用料及び 656 　　・消耗品費 1,220  

賃借料 　　・燃料費 187  

15 工事請負費 284,908   13.委託料 10,800  

　　・設計・測量委託料 10,800  

　　　・久那土古関簡水詳細設計業務  

　　　・大島簡水詳細設計業務  

  14.使用料及び賃借料 656  

　　・事務機器リース料 656  

  15.工事請負費 284,908  

　　・工事請負費 284,908  

　　　・【久那土古関簡水】  

　　　・配水管布設替工事  

　　　・給水管布設工事  

　　　・【中富西部簡水】  

　　　・中山減圧井築造工事  

　　　・配水管布設工事  

　　　・給水管布設工事  

　　　・【大城簡水】  

　　　・門野湯平配水池築造工事  

　　　・配水管布設工事  

　　　・給水管布設工事  
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地方債 その他

本 年 度 前 年 度 比較

計

説　　   明

節

区　　分
国県支出金

目
金   額

本 年 度 の 財 源 内 訳

一般財源
特　定　財　源



　　　・【身延中央簡水】  

　　　・配水管布設工事  

　　　・給水管布設工事  

　　　・【大島簡水】  

　　　・配水管布設替工事  

297,771 501,841 △204,070 105,376 161,400 30,995

(款)　 3.公債費 (項)　 1.簡易水道公債費

 1 元金 235,082 237,876 △2,794 200,274 34,808 23 償還金、利 235,082 ●元金 235,082

子及び割引   23.償還金、利子及び割引料 235,082  

料 　　・長期債元金 235,082  

 2 利子 51,014 56,160 △5,146 51,014 23 償還金、利 51,014 ●利子 51,014  

子及び割引   23.償還金、利子及び割引料 51,014  

料 　　・長期債利子 51,014  

286,096 294,036 △7,940 251,288 34,808

(款)　 4.予備費 (項)　 1.予備費

 1 予備費 100 100 0 100 ●予備費 100

  29.予備費 100  

　　・予備費 100  

100 100 0 100

 4.予備費 簡易水道事業特別会計

計
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目 本 年 度 前 年 度 比較

本 年 度 の 財 源 内 訳

一般財源 区　　分 金   額
国県支出金 地方債 その他

節

説　　   明特　定　財　源

計

計



２ 一 般 職
（１）総 括

区      分 職員数 報  酬 給  料 職員手当 計 共済費 合  計 備  考

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

8

9

△ 1
　　※（　）内は再任用職員数（外書き）

区      分 管理職手当 扶養手当 通勤手当 時間外勤務手当 特殊勤務手当 期末勤勉手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本  年  度 399 1,020 616 3,000 12,903

前  年  度 381 1,284 703 3,000 13,888

比      較 18 △ 264 △ 87 0 △ 985

区      分 住居手当 宿日直手当 地域手当 初任給調整手当 退職手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本  年  度 534 4,204

前  年  度 828 4,731

比      較 △ 294 △ 527

36,383 24,815 61,198

△ 8,146△ 1,952△ 6,194△ 2,139

11,908 73,106

職員手当の内訳

比      較 △ 4,055

本  年  度 32,328 22,676 55,004
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給与費

9,956 64,960

前  年  度



（２）給料及び職員手当の増減額の明細

千円 1.給与改定に伴う 千円 給与改定の状況

  増減分 平成28年3月 0.4%

平成28年12月 0.2%

2.昇給に伴う増加分 千円 職員数 【昇給期】 【職員数】

１月 8人

昇給停止 －

計  8人

3.その他の増減分 千円 ・新陳代謝等の増減分 採用、退職の状況

退  職 －

採  用 －

・その他の増減分

△ 4,319

千円 1.制度改定に伴う 千円 ・期末勤勉手当分 期末勤勉手当

  増減分 600 6月期 2.075

12月期 2.225

計 4.300

・扶養手当分 扶養手当

180 子の額 9,000円

2.その他の増減分 千円
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備考

職員手当

158

106

△ 4,319

△ 4,055
給    料

780

給与改定実施時期・率

△ 2,919

△ 2,139

区分増減額 増減事由別内訳 説明



（３）給料及び職員手当の状況

      ア 職員一人当たりの給料

行政職 看護・保健職 福祉職 管理栄養士職 単純労務職

336,750

394,760

45.1

336,880

394,250

45.0

      イ 初任給

行  政  職 看護・保健職福  祉  職管理栄養士職単純労務職

(円) (円) (円) (円) (円) (円) (円) (円) (円) (円)

高   校   卒 146,100 160,100 143,500 146,100 160,100 143,500

短   大   卒 155,800 195,900 165,200 169,400 155,800 195,900 168,000 162,200

大   学   卒 178,200 205,200 190,700 178,200 208,000 184,400

区      分
行  政  職看護・保健職福  祉  職

平均給与月額(円)
平成29年4月1
日 現 在

平均給料月額(円)

国      の      制      度

区           分

平均年齢(歳)

平均給与月額(円)

平均給料月額(円)

管理栄養士職

平均年齢(歳)
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単純労務職

平成28年4月1
日 現 在



ウ 等級別職員数

　※（　）内は再任用職員数（外書き）

等級 職員数(人) 構成比(%) 等級 職員数(人) 構成比(%) 等級 職員数(人) 構成比(%) 等級 職員数(人) 構成比(%) 等級 職員数(人) 構成比(%)

1 12.5%

2 25.0%

1 12.5%

4 50.0%

8 100.0%

3 33.3%  

3 33.3%  

3 33.4%

 

9 100.0%

福     祉     職

3級

6級

5級

4級

3級

6級

5級

4級

3級

6級

5級

2級

1級

管理栄養士職 単  純  労  務  職

5級

6級

4級

3級

2級

1級

計

6級

2級

1級

4級

6級

計

4級

1級

2級

1級

6級

5級

3級

4級

計

2級

計

6級

計

5級

2級 2級

3級3級

4級

3級 3級

2級

5級

4級

2級

6級

平成28年4月1日
現　　　   在

区     分

3級

計

1級

計

行     政     職

平成29年4月1日
現　　　   在

看  護・保健職

1級

2級

6級

5級
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5級 5級

4級4級

計

1級

計

1級1級

計



（等級別の標準的な職務内容）

区     分 ６     級 ５     級 ４     級 ３     級 ２     級 １     級

課 長・局 長 課 長・局 長 副主幹 主 査 主 任 主 事
室長・支所長 室長・支所長
会計管理者 主 幹

主幹保健師 主査保健師 主任保健師 保健師 准看護師
主幹助産師 主査助産師 主任助産師 助産師
主幹看護師 主査看護師 主任看護師 看護師

エ 期末手当・勤勉手当

６月(月分) １２月(月分)

(1.050) (1.2) (2.25)
2.075 2.225 4.30
(1.0) (1.15) (2.15)
1.975 2.125 4.10
(1.0) (1.15) (2.15)
1.975 2.125 4.10

　　※（　）は再任用職員の支給率

　　※本表の支給率については、当初予算編成時点の率を記載

本  年  度

前  年  度

国 の 制 度

一 般 行 政 職

看 護 ・ 保 健 職

福 祉 職

備     考

単 純 労 務 職

区     分

技能職員

労務職員

支  給  期  別  支  給  率
支給率計(月分)

管 理 栄 養 士 職 主幹管理栄養士

保育士主任保育士主査保育士主幹保育士
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主幹保育士

労務職員労務職員

技能職員技能職員

主査管理栄養士 主任管理栄養士 管理栄養士 栄養士



オ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

(2%～20%加算)

(2%～20%加算)

カ 特殊勤務手当

行    政    職 看護・保健職 福 祉 職 管 理 栄 養 士 職 単 純 労 務 職

キ その他の手当

区     分

国 身延町

10,000円 13,000円

8,000円 9,000円

6,500円 6,500円

住居手当

通勤手当

代    表    的    な    職    種
全  職  種区                 分

給料総額に対する比率（％）

扶養手当 異　な　る

種　　　別

山梨県に準じ支給

配偶者

子

父母等

配偶者のいない場合の扶養親
族1人目（子）

10,000円 11,000円

支給対象職員の比率(%)(29年4月1日現在)

代表的な特殊勤務手当の名称

国の制度との異同 差    異    の    内    容 備　　　　考

最 高 限 度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

区     分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

備     考

国 の 制 度
（支給率等）

25.55625 34.5825

支 給 率 等 25.55625 34.5825 49.590

定年前早期退
職 特 例 措 置

定年前早期退
職 特 例 措 置49.59

49.590 49.59
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同       じ

配偶者のいない場合の扶養親
族2人目（父母等）

9,000円 11,000円

同       じ



（単位：千円）

平成２７年度末 平成２８年度末 平成２９年度末
現在高 現在高見込額 起債見込額 元金償還見込額 現在高見込額

３ 災 害 復 旧 事 業 債 4,673 3,904 773 3,131

過 疎 対 策 事 業 債

簡 易 水 道 事 業 債1

80,700 808,330

161,4003,307,4313,296,508

0

平成２９年度中増減見込額

116,087

3,233,749

区        分

80,700

235,082計

2,456,935

834,900

2,459,810

843,717２
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118,222 2,422,288

地 方 債 の 平 成 ２ ７ 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 平 成 ２ ８ 年 度 末
及 び 平 成 ２ ９ 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 に 関 す る 調 書


